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公益社団法人日本照明家協会が創立以来一貫して追究してきた基本理念は、「演出空間・

映像領域」の創作活動に対し、芸術性のある照明手法をもって作品の完成度に寄与すること

にある。この理念を実現するため会員・非会員を問わず照明家の資質と技能向上を願い、協

会活動に力を入れ今日に至っている。 

活動は定款に定める本会の目的達成のため会員目線に立った協会運営に努め、本会の先

達が築き上げた歴史を引き継ぎ、演出空間・映像領域の照明の将来を築くべく公益活動に努

めてきた。 

 

I 公益目的事業 
 

本会の目的及び事業は定款第 4 条及び第 5 条に定められている「公益目的事業」である。 

以下、定款の順に従って報告する。 

 

 (事業の内容) 

１ 照明技術に関する技能の認定  

「舞台及びテレビジョン照明のための公開講座」を 2025 年 1 月～2 月に開催した。その

内、中央講座は東京・名古屋・福岡の 3 会場で開催、地域講座は仙台・名古屋・大阪・福

岡・帯広・東京の 6 会場で開催した。これにあわせて、中央講座の最終日には「舞台・テ

レビジョン照明技術者 1 級試験」、地域講座の最終日には「同 2 級試験」を実施した。 

1 級技能認定合格者は 36 名受験の内 31 名、2 級技能認定合格者は 115 名受験の内 114

名、協定校 2 級認定者は 185 名であった。技能認定試験合格者は、協会誌 2025 年 4 月号

とホームページに掲載する。 

 

「舞台・テレビジョン照明技術者技能認定制度」は 1981 年春に制定。その後、時代の要

請に応えながら、技能認定委員会を中心に制度改革の研究を進めている。 

中央講座は、文化庁文化芸術振興費補助金（舞台芸術等総合支援事業（芸術家等人材育

成））より独立行政法人日本芸術文化振興会の助成を受けて、本部技能認定委員会が主体

となり支部技能認定委員会と連携し、日本照明家協会の主催・制作、全国舞台テレビ照明

事業協同組合の後援を受けて実施している。 

地域講座は支部技能認定委員会に権限を委ね、実施主体となり地域の事情に合致するよ

うに開催する。会員・非会員を問わず、照明家全体の照明技術の普及とレベルアップに貢

献している。なお、技能認定 2 級の試験及び認定評価は、技能認定委員会で基準を共有し、

統一化を図っている。 



２ 研修会、講演会、展覧会等の開催  

次世代育成委員会傘下、新人講座作業部会担当の「新人講座」は 2024 年 4 月 6 日～8 日

の 3 日間、BIZ 新宿・東放学園専門学校・埼玉会館大ホールで開催した。新年度に各事業

所に採用された新人を主な対象とし、照明事業 13 社 66 名とフリーランス 2 名の合計 68

名が受講した。  

 

技術委員会による全国照明技術者会議 2025 は、最新技術の共有と学習、最新機器の

展示、全国の照明家の親睦と業界発展を促すなどの趣旨・目的をもって、テレビ企画と

舞台企画の合同で開催した。 

合同開催の初年度はテレビ部会よりフジテレビグループが中心となり、会議のテーマ

を「Beyond the Borders」と題して、日程は 2025 年 2 月 13 日、14 日の 2 日間、会場

は京王プラザホテルにおいて開催した。 

 

会議 1 日目（2 月 13 日） 

【会場「扇」】 

＊基調講演「照明自由論」 

講師：加瀬 弘行 氏[㈱フジ・メディア・テクノロジー] 

聞き手：木村 伸 氏[㈱フジ・メディア・テクノロジー] 

＊パネルディスカッション「パリ五輪各局照明担当者の取り組み」 

瀬野 勝夫 氏[日本放送協会] 栗山 真純 氏[日本テレビ放送網㈱] 

中本 明人 氏[㈱テレテック] 榎本 翔悟 氏[㈱TBS テレビ] 

庄司 鉄平 氏[㈱テレビ東京] 田澤 徳郎 氏[㈱フジ・メディア・テクノロジー] 

進行：水野 暁夫[㈱テレビ東京] 

＊特別講演「テレビディレクター本広克行の誰でも知りたがっているくせにちょっと

聞きにくい映画のすべてについて教えましょう。」 

講師：本広 克行 氏[㈱プロダクション・アイジー] 

加瀬 弘行 氏[㈱フジ・メディア・テクノロジー] 

聞き手：木村 伸 氏[㈱フジ・メディア・テクノロジー] 

【会場「けやき」】 

＊舞台部門技術セミナー「光の演出に安心をプラス！安全なレーザー使用のために」 

講師：佐藤 嘉宏 氏[㈲ レーザーショーウェア] 

[(一社)レーザアートアンドサイエンス協会 事務局理事] 

＊舞台部門懇談会「ホール・劇場管理者の集い」 

 

会議 2 日目（2 月 14 日） 

【会場「扇」】 

＊第 43 回照明家協会賞（テレビ部門大賞・文部科学大臣賞）受賞記念講演 

 「軍港の子～よこすかクリーニング 1946～」 

井本 敬人 氏[日本放送協会] 

＊第 43 回照明家協会賞（舞台部門大賞・文部科学大臣賞）受賞記念講演 



 「オペラ『メデア』」 

勝柴 次朗 氏[舞台照明家] 

 

会場では、ご協賛いただきました各企業の内 37 社より最新機器を出展いただき、機能

説明のほか、実際に機器に触れることができた。 

全国照明技術者会議は、後援 3 団体、協力 3 社、協賛 38 社のご支援ご協力のもと、舞

台・テレビの各分野で培ってきた技術や積み重ねてきた経験を共有し、日本の照明技術

全体の更なる進歩に繋がるよう、幅広い照明技術の知見を深め合う有意義な時間となっ

た。なお、来場者は延べ 200 名を超えた。 

詳細は協会誌 2025 年 5 月号に掲載。 

 

第 11 回ライブ・エンターテイメント EXPO の東京ビックサイト特別会場において、7

月 3 日に「ヴィジュアライザーの 5W2H」（5W1H に「How much（コスト）」を加え

た）をテーマに意見交換懇親会を開催した。各テレビ局や照明会社のオペレーターとヴ

ィジュアライザーのソフトを販売する 8 社にご参加いただき、用意した 60 席が満席とな

る大盛況な会であった。 

詳細は協会誌 2024 年 10 号に掲載し、協会の YouTube チャンネルにて配信。 

 

第 12 回 ライブ・エンターテイメント EXPO の幕張メッセ特設会場において、1 月 23

日に「ライフステージの変化にとらわれずにキャリアを築き続けるための業界の未来

像」に関する座談会と交流会を、舞台業界で活躍する女性照明家の方々にご参加いただ

き開催した。座談会では多様な視点からキャリアや働き方の可能性について意見交換

し、交流会では業界の仲間とこれまでの経験を語り合い、新たなつながりを築くきっか

けとなった。女性が安心してキャリアを築ける環境作りのヒントや、働き方の多様性を

受け入れる業界の未来像を共有し、新たな人脈形成やコミュニティの強化などを図っ

た。一方で本会場に照明機材の展示が極少数で照明関係者の来場が少なく感じた。 

 

次世代育成委員会による全国高等学校演劇協議会への支援活動は、2024 年 8 月 3 日～

8 月 5 日の日程で、岐阜県羽島市の「不二羽島文化センター みのぎくホール」において

開催した。各高等学校生徒・高等学校演劇関係者・学校関係者など約 150 名が参加し、

「舞台美術や舞台技術に興味を持ってもらい、その先に職業としての分野があることを

知ってもらうこと」「高等学校演劇におけるスタッフワークの現状を把握し、前途ある若

い世代へ技術と創造の両面からその本質を伝えていくこと」を目的に、日本舞台美術家

協会（土屋 茂昭 氏）、日本舞台音響家協会（藤田 赤目 氏）、日本舞台監督協会（吉木 

均 氏）、当協会（乳原 一美 氏）と連携して、全国高等学校演劇大会において「舞台技

術創造講習会」を行った。 

＊演劇作品「きみのこえをさがして」の上演 

実際の現場における美術・音響・照明の一連の作業を確認しながら、参加者ととも

に作品作りを行った。各スタッフワークの手順、技術等の実演を交えて解説してい



くことで、参加者が我々の業界、職域に興味を持って進んでもらえるような契機と

なった。 

 

３ 照明に関する調査研究 

技術委員会では、九州支部より支部創立 40周年事業の一環として招致を受けた「地域

舞台照明技術者会議」を 2025 年 2 月 20 日に福岡市民会館練習室(C室)において開催し

た。舞台照明に関する調査研究、知識の交換を促進するため、特に日々進歩するテクノ

ロジーについての調査研究の発表と会員相互の交流を目的に、会長をはじめ役員を含む

協会員や、舞台関係者・学生・賛助会員・関連会社など 60 名の参加者となった。 

 

＊第 1 部（技術編）「光の演出に安心をプラス！安全なレーザー使用のために」 

講師：佐藤 嘉宏 氏[㈲ レーザーショーウェア] 

[(一社)レーザアートアンドサイエンス協会事務局 理事] 

田中 和夫 氏[㈱クリエイティブ・アート・スィンク] 

進行：林 之弘 氏[(公社)日本照明家協会 技術委員長] 

＊第 2 部（知識編）「照明デザイナーに聴く」 

講師：座間 拓也 氏[㈱アンダーカラーデザイン] 

聞き手：八木 美智子 氏[㈱林オフィス] 

＊第 3 部（懇談会）「照明家協会のこと、仕事のこと、職場環境について」 

参加者：会長及び会議参加者一同 

進行：林 之弘 氏[(公社)日本照明家協会 技術委員長] 

 

多くの参加者があり、日頃疑問に感じていたことを新たな知識として確認できた。ま

た、学生の参加者もあり、協会の存在をアピールでき、懇談会では本部と支部との意見交

換ができる有意義な場であった。 

詳細は協会誌 2025 年 6 月号に掲載。 

 

国際委員会は、世界最先端の舞台機材・照明技術が集結する米国ネバダ州ラスベガスで

開催される国際照明機器展「LDI2024」の視察及びバックステージツアーを企画した。

日本の舞台・テレビ照明に携わる専門家が現地関係者との情報交流に参加し、国際的技

術の知見を直接体験・吸収することを目的に行った。 

展示会期間は2024 年 12 月 9 日～11 日で、協会員・賛助会員・メーカー・海外居住者の

参加を得て、12 月 10 日に展示会のエキスパートツアー・情報交換会を開催した。世界の

業界最新事情と照明機器の進化を体験することで、国内での技術導入や演出向上に向け

た現場のリアルな工夫や思想に触れ、国際的視野の拡大に大きく貢献した。なお、情報

交換会では会社・業種などの垣根を越えて交流を深めた。 



12 月 11日には“Mystere”のバックステージツアーを開催した。ライティングデザイ

ナーの Luc Lafortune 氏から、シルク・ド・ソレイユがラスベガスに初めて作った劇場

を LED 化する際に、器具選定などで注意したことや苦労したことなどを聞くことができ

た。 

詳細は協会誌 2025 年 3 月号に掲載。 

 

４ 研究の奨励及び業績の表彰 

顕彰委員会が担当する第 43 回日本照明家協会賞の授賞式は、文化庁芸術文化調査官 佐

藤 恵一 氏にご臨席いただき、御茶ノ水ソラシティカンファレンスセンター2 階「sola 

city Hall(WEST・EAST)」にて、2024 年 6 月 18 日の定時総会終了後に開催した。テレ

ビ部門は、井本 敬人 氏、舞台部門は、勝柴 次朗 氏が大賞を受賞され、賞状と共に文

部科学大臣賞を授与し作品への業績を称えた。受賞懇親パーティーでは改めて各賞を受

賞された皆様を紹介し、受賞を祝した。 

全ての受賞者・作品は受賞の理由を付して協会誌及びホームページで公表し、大賞に関

しては全国の照明家の参考となるよう、大賞受賞者ご本人による解説を協会誌やホーム

ページ等に掲載する。 

詳細は協会誌 2024 年 6 月～11 月に掲載。 

 

５ 協会誌及び関連図書の刊行 

広報委員会は本会の基本理念・目的の浸透、照明家のスキルアップ・クオリティーの向

上を目指して、「日本照明家協会誌」を毎月 2,500 余部発行。毎月行われる編集会議の参

加者は、リモート会議による全国の支部から参加する体制が定着した。また、支部広報委

員が参加できない場合には支部長や事務局長が代理参加するようになり、各支部からの情

報発信が増えるようになってきた。更にメインの記事を担当する体制を整えたい。 

 

会議の進行は協会誌の台割り作業と入稿状況や原稿担当委員の確認。メインとなる「今

月の一本」や「テクニクス」、協会内外の事業活動を報告する「レポート」、事業の開催

を案内する「インフォメーション」や連載企画物、その他多彩な情報などの掲載を議論

し、会員に多くの情報を届ける事を念頭に遂行してきた。 

併せて WEB 作業部会は 2024 年度に Web サイトの掲載編集と管理作業は外部と委託契

約を結び、掲載記事の入稿方法の整備を図った。毎月の部会では、協会誌発刊に合わせて

更新する内容の確認や掲載記事の企画検討、SNS への発信や閲覧状況を検証し、メールマ

ガジンの発行を行っている。また、適時に掲載する広報記事は随時確認し検証を行ってい

る。 

協会活動の広報及び報告や照明家に向けた専門知識等の情報を Web の特性を生かし、迅

速な発信を継続することができたと考えている。 



出版委員会は会員の資質及び技術向上のために各種の出版を行っている。 

協会出版物全体の収益は減少傾向で、照明技術者の初任者に向けた必要な知識や技能を

分かり易く解説した「舞台テレビジョン照明・基礎編 2021」は、教育機関の教材として

多く使用されているが、2022 年の出庫をピークに収益が徐々に減少している。今後とも

在庫数に注意を払い進めていく。なお、2024 年度は 1,000 部を増刷した。また、テンプ

レートは教育現場での需要があり、それに応えるため新規製作を行った。 

 

出版委員会傘下の手帳編集作業部会は前年度の検討を受けて、多くの企業より広告掲載

のご協力をいただき「照明家手帳 2025」を刊行した。 

刊行にあたっては、個人情報保護の観点から記載内容の正会員情報を割愛し、予め定め

た冊数を印刷し郵送する手帳と、社会の趨勢にあわせた電子書籍版の併用とした。電子

書籍版は、Web サイトから Poste(アプリ)を利用することで、すべての方が閲覧できる方

式にした。 

 

安全委員会は、月に一度の定例会議を通じて本部と各支部の安全委員で情報を共有する

ことで、安全意識の向上とスキルアップを目指している。四国支部より「安全講習」の

依頼を受けて、2025 年 2 月 26 日に徳島県の「あわぎんホール」会場において、「リスク

アセスメントをやってみよう」をテーマに、講師 1 名と本部安全委員 3 名を派遣し講習

を行なった。また、「安全への取り組みについて」の冊子を各講座で配布し、安全教育の

啓蒙活動を進めた。 

 

６ 関連団体等との連絡や提携 

国内団体においては全国舞台テレビ照明事業協同組合（全照協）、公益社団法人全国公立

文化施設協会（公文協）、公益社団法人日本芸能実演家団体協議会（芸団協）、海外団体に

おいては韓国放送照明協会を中心に交流を行ない、活発な意見交換や様々な情報交換を実

施した。 

 

 

Ⅱ 協会組織運営 
１ 会勢 

協会の組織増強は、照明家の社会的地位の確立の一助ともなり、ひいては芸術文化の発

展に貢献することに繋がる。しかし正会員の高齢化と相まって会員数の減少が続き、新入

会者が少ない状況となっている。こうした実態を受けて執行理事会はもとより、運営会議

を通じて、本会の存在意義の再構築や会員増強策など、支部を交えて検討を行っている。 

期首会員数：2,121 名、期末会員数：1,986 名（2025 年 4 月 1 日時点） 

 



２ 総会、理事会 

2024 年 5 月 23 日にリモート会議として第 1 回定時理事会が行われ、2023 年度の事業

報告、収支決算、監査報告と 26 期役員候補者、定款施行細則改定案(本部運営会議の改称)、

第 51 回定時総会開催及び議案が承認された。 

2024 年 6 月 18 日に第 51 回定時総会を開催し、2023 年度の事業報告、収支決算と 26

期役員が承認され、直ちに臨時理事会を招集し、会長に 林 光政 氏が就任し役員人事が

行われた。 

2025 年 3 月 11 日に第 2 回定時理事会が行われ、2025 年度事業計画、収支予算案及び

資金調達及び設備投資の見込みに関する件が承認された。 

 

３ 業務執行体制 

「運営会議」は隔月で開催した。会議の参加者は、理事、監事、委員長、副委員長、支

部役員、専門部会の役員で、財務委員長による各事業の予算執行の報告を受け状況を確認

する。また、各委員会や部会活動、各支部活動の情報を交換し共有する。 

なお、2024 年 7 月から「本部運営会議」を「運営会議」に改称し、運営体制を整理した。 

「執行理事会」は毎月開催し、それ以外に臨時執行理事会を 4 回開催した。会議の出席

は会長、業務執行理事で、議題により各委員会から委員長に参加いただいた。事業計画に

基づく事業の進捗や財務状況などを確認する。また、運営会議での議事提案などについて

も検討を行った。 

 

４ 全国事務局会議 

2024 年 9 月 26 日に全国の支部長・支部事務局長や本部役員、事務局の参加によりリモ

ートで開催した。本部より 2025 年 4 月から施行となる公益認定制度の概要と協会の対応

について説明があり、各支部からは、事業や予算執行の進捗状況と今後の事業の進め方な

どが報告された。また、2025 年度の支部予算や支部費送金の配分についての議論を行っ

た。 

 

５ 公益委員会 

毎月行われる公益委員会では、次の内容が検討された。定款施行細則の委員会活動の活

性化を目的にした「本部運営会議」を、更に全国の支部、専門部会を会議に加え、協会全

体の課題を議論する会議にすべく、定款施行細則第 39 条（本部運営会議）改定案を作成。 

総会運営規程の新規策定を検討。総会当日の運営の詳細について明文化された定めがな

く、適正で効果的な運営を行うため新規に作成した。 

定款の改定案検討。次世代に向けて、より開かれた協会を引き継ぐため役員の増員を図

る第 23 条（役員の設置）や、公益認定法改正に伴う外部理事、外部監事制度導入に関す

る第 24 条（役員の選任）をはじめ、第 7 章（資産及び会計）についても、改定案を顧問



弁護士、顧問会計士、財務委員会の協力を得て作成。また、外部理事、外部監事制度導入

に伴い、外部理事、外部監事への報酬について定めた「役員の報酬及び費用に関する規程」

の改定案を作成。 

なお、定款施行細則第 39 条（本部運営会議）改定案は、2024 年 5 月 23 日定時理事会

において承認された。 

 

６ 本部事務局 

要員体制の強化を図るべく検討を行ったが、業務の繁閑を考え常勤者でなく、当面は臨

時要員で繁忙期に対応することで進めてきた。現状は、事業体制の統合や見直し、「開か

れた協会」の活動に向けた規程改定や公益認定制度改定に伴う対処により、対応が厳しい

状況となっているが、一過性と捉え、臨時要員の採用などで適宜対処していく。2025 年度

は円滑な協会運営、全国支部の負担軽減を図るため、事務局体制も事業・管理関係の業務

効率化を更に進め、業務改善に努める。 

 

 


